
 
令和７年度 環境省行政事業レビュー公開プロセス 

議事次第 
 

 

令和７年６月１６日（月） 

１３：３０～１５：３０  

 

１．開会 

２．公開プロセス対象事業 概要説明及び質疑 

事業番号 事業名 時間 

１ プラスチック資源循環等推進事業費 13:30～14:30 

２ 放射線の健康管理・健康不安対策事業 14:30～15:30 

 

３．その他 

４．閉会 

 

 

＜配布資料＞ 

資料１ 外部有識者名簿 

資料２ 令和７年度 環境省行政事業レビュー 公開プロセス担当委員 

資料３ 公開プロセス対象事業の論点・概要説明資料 

 

 



資料１ 

 

令和７年度環境省行政事業レビュー公開プロセス 

外部有識者名簿 

 

（環境省選定） 

氏   名   現  職   

稲垣
いながき

 隆司
た か し

   岐阜薬科大学 名誉教授 

奥
おく

   真
ま

美
み

   東京都立大学都市環境学部都市政策科学科 教授 

関
せき

  正雄
ま さ お

   放送大学 客員教授 

損害保険ジャパン株式会社カルチャー変革推進部 シニアアドバイザー 

新美
に い み

 育
いく

文
ふみ

   明治大学 名誉教授 

 

（内閣官房行政改革推進本部事務局選定） 

氏   名   現  職  

島田
し ま だ

 由香
ゆ か

   株式会社 YeeY 共同創業者/代表取締役 

滝澤
たきざわ

 美
み

帆
ほ

   学習院大学経済学部教授 

永久
ながひさ

 寿夫
と し お

   名古屋商科大学経済学部教授 

※50音順、敬称略 



資料２

事業名
令和６年度

補正後予算額
（百万円）

令和７年度
当初予算額
（百万円）

環境省担当部局 担当委員

プラスチック資源循環等推進事業費 227 350 環境再生・資源循環局

放射線の健康管理・健康不安対策事業 1,547 1,404 環境保健部

○はとりまとめ委員

令和７年度環境省行政事業レビュー
公開プロセス担当委員

○稲垣委員
　 奥委員
　 関委員
　 新美委員
　 島田委員
   滝澤委員
   永久委員



 

 

 

令和７年度 

環境省行政事業レビュー 

公開プロセス資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業番号 事業名 

１ プラスチック資源循環等推進事業費 

 

資料３－１ 



プラスチック資源循環に向けた措置

リデュース
等

➢ワンウェイプラスチックの使用削減(レジ袋有料化義務化等の「価値づけ」)
➢石油由来プラスチック代替品開発・利用の促進

➢プラスチック資源の分かりやすく効果的な分別回収・リサイクル
➢漁具等の陸域回収徹底
➢連携協働と全体最適化による費用最小化・資源有効利用率の最大化
➢アジア禁輸措置を受けた国内資源循環体制の構築
➢イノベーション促進型の公正・最適なリサイクルシステム

リサイクル

➢利用ポテンシャル向上（技術革新・インフラ整備支援）
➢需要喚起策（政府率先調達(グリーン購入)、利用インセンティブ措置等）
➢循環利用のための化学物質含有情報の取扱い
➢可燃ごみ指定袋などへのバイオマスプラスチック使用
➢バイオプラ導入ロードマップ・静脈システム管理との一体導入

再生材
バイオプラ

【予算措置】

1

＜リデュース＞

①2030年までにワンウェイプラスチックを累積25％排出抑制

＜リユース・リサイクル＞

②2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに

③2030年までに容器包装の６割をリユース・リサイクル

④2035年までに使用済プラスチックを

100％リユース・リサイクル等により、有効利用

＜再生利用・バイオマスプラスチック＞

⑤2030年までに再生利用を倍増

⑥2030年までにバイオマスプラスチックを約200万トン導入

【マイルストーン】

プラスチック資源循環等推進事業費
➢プラスチックの資源循環を総合的に推進

プラスチック資金・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のた
めの高度化設備導入等促進事業
➢脱炭素型のリサイクル設備・再生可能資源由来素材の製造設備等の
導入支援

脱炭素型循環経済システム構築促進事業
プラスチック等資源循環システム構築実証事業
➢プラスチック等の化石由来資源から代替素材への転換、リサイクル困難
素材等の技術実証支援

【法的措置】

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法
律（容器包装リサイクル法）
➢家庭から排出される容器包装廃棄物について、リサイクルの促進等によ
り、廃棄物の減量化を図るとともに、資源の有効利用を図る。

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律
（プラスチック資源循環法）
➢製品の設計からプラスチック廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサイク
ルに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循環の取組を促進する。

循環型社会形成推進交付金
➢プラスチックを再資源化するために必要な施設整備を支援

【プラスチック資源循環戦略】

基本原則：「3R＋Renewable」

【重点戦略】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

プラスチック資源循環等推進事業費

事業イメージ

請負事業

・プラスチック資源循環法等の施行状況及び容器包装リサイクルに係る排出実態把握等の調査検討

・プラスチック資源循環の高度化に向けた支援及び課題分析

・自治体、事業者、消費者等の関係主体に向けたプラスチック資源循環に係る普及啓発

プラスチックの資源循環を総合的に推進します。

民間事業者・団体

平成18年度～令和17年度（予定）

■請負先

１．プラスチック資源循環推進事業

（1）プラスチック資源循環法等の施策効果の調査検討

・プラスチック資源の一括回収実施自治体数等や事業者の判断基準に係る取組

状況等、レジ袋有料化の動向等を調査し、課題分析・効果検証を行う。

・プラスチック資源循環法に基づく各種認定計画の認定数拡大を図る。

（2）プラスチック資源循環に係る3R推進事業

・全国的にプラスチック資源の分別収集・再商品化を展開するため、自治体等

の効果検証や課題解決に向けた実証事業の支援、事例分析を行い、定期的な

セミナー開催等により好事例の水平展開を促進する。

（3）プラスチック資源循環に係る普及啓発事業

・関係主体の理解促進に資する企画検討・情報発信・普及啓発を行う。

２．容器包装リサイクル推進事業

・容器包装廃棄物排出実態等調査を継続的に実施し、課題分析を行う。

プラスチック資源循環の推進

分別収集

プラスチック資源の一括回収

自治体が実施する実証事業等

リサイクル

再資源化

・自治体等が実施する実証事業等を支援、水平展開
・プラスチック資源循環に関わる情報発信・普及啓発
・施策効果の調査検討、課題分析

環境省 環境再生・資源循環局 総務課 リサイクル推進室 電話：03-5501-3153
2



3プラスチック資源循環等推進事業費

▌事業の目的とアクティビティ

◼ プラスチックの資源循環に関する先進的モデルの形成支援・横展開を通じて、プラスチック資
源循環を推進する。

【該当アクティビティ】
アクティビティ①：地方公共団体等が行うプラスチックの資源循環に関する先進的なモデル事業を採択する。

【予算事業】
・１（2）プラスチック資源循環に係る3R推進事業 
・１（3）プラスチック資源循環に係る普及啓発事業

【事業費】
６６百万円

◼ 令和４年４月に施行されたプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の施行状況及び
容器包装リサイクルに係る排出実態を調査することで、再商品化義務量の算定を行うとともに、
プラスチックの資源循環の高度化に向けた課題を把握・分析し、プラスチック資源循環法、容
器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律の適切な執行に資する。

【該当アクティビティ】
アクティビティ②：容器包装リサイクル法に基づき組成調査等を行い、円滑に再商品化義務量を確定する。

【予算事業】
・１（１）「プラスチック資源循環法等の施策効果の調査検討」
・２「容器包装リサイクル推進事業」

【事業費】
９０百万円



4本事業の選定理由・想定される論点

１.本事業の選定理由

○プラスチックの資源循環は世界的な課題となっており、政策の優先度が高い事業であるため。

２. 想定される論点

○プラスチック使用製品廃棄物等の排出抑制・再資源化等が推進できているか。

プラスチック資源循環等推進事業費では、「プラスチック資源循環に係る3R推進事業 」として、全国的にプラス
チック資源の分別収集・再商品化を展開するため、自治体等の効果検証や課題解決に向けた実証事業の支援、事例分
析を行い、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化促進に向けた手引きを作成する。定期的なセミナー開
催等により好事例の水平展開を促進する。
また「プラスチック資源循環に係る普及啓発事業」として関係主体の理解促進に資する企画検討・情報発信・普及

啓発を行う。
法施行から３年が経過し、市区町村の分別収集・再商品化の進捗状況を確認するとともに、製造・販売事業者等の

自主回収・リサイクル、排出事業者の排出抑制・再資源化等の推進状況について、確認する。

○ＥＢＰＭの観点から成果目標等の指標が適切に設定されているか。



5令和６年度プラスチック資源循環に関する先進的モデル形成支援事業について

① 市区町村がプラ法の関連規定に基づき実施するプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・リサイクルに必
要な措置に係る実証、調査、検討。

② 製造事業者等がプラ法の関連規定に基づき実施する使用済プラスチック使用製品の自主回収・リサイクル
について、都道府県・市区町村と製造事業者等との連携に係る実証、調査、検討。

対象事業の例

プラ法に則したプラスチック資源の分別収集・リサイクル、もしくは地方公共団体が製造事業者等と連携して
実施する使用済プラスチック使用製品の自主回収・リサイクルに今後取り組むことを予定している市区町村（
一部事務組合、複数市区町村による応募も可）または都道府県。

公募の対象

公募期間：（一次公募）令和6年6月6日～令和6年7月8日、（二次公募）令和6年7月25日～令和6年8月23日
事業実施期間：～令和7年2月28日

実施期間

事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
事業の概要

⚫ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラ法」という。）では、市区町村は、その区域内に
おいて、プラスチック製容器包装（以下単に「容器包装」という。）のみならず、製品プラスチック（以下単に
「製品プラ」という。）も含めたプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び分別収集物の再商品化に必要な措
置を講ずるよう努めなければならないこととされている。また、プラスチック使用製品の製造又は販売をする製
造事業者が、地方公共団体と連携を図りつつ積極的に自主回収・リサイクルを実施することとされている。

⚫ 市区町村は、収集したプラスチック使用製品廃棄物について、同法第32条に基づき容器包装リサイクル法に規定
する指定法人に委託する方法（指定法人スキーム）、第33条に基づき認定再商品化計画に基づくリサイクルを行う
方法（認定スキーム）を選択することができる。

⚫ このような背景を踏まえ、プラ法へのスムーズな対応のため、市区町村が主体となって実施する分別収集・リサイ
クル（以下「一括回収等」という。）、もしくは地方公共団体が主体となって製造事業者等と連携して実施する使
用済みプラスチック使用製品の自主回収リサイクル（以下「自主回収等」という。）に係る先進的モデルの形成支
援を行うことを目的として実施。

⚫ 令和6年度は、一括回収等を行う6自治体（塩竈市、須賀川市、飯綱町、稲沢市、津市、松山市）、自主回収等を行
う1自治体（三郷市）の合計7自治体を採択。

5 5



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
まとめ

6

塩竈市 須賀川市 飯綱町 稲沢市 津市 松山市 三郷市

支援費用
（千円/年）

5,800 5,760 5,840 5,830 5,710 5,810 6,000

事業特徴 容器包装と製
品プラをステー
ションにて一括
回収・再資源
化

ペットボトル
キャップやプラ
容器をプラ資
源として収集・
再資源化

小さなプラス
チックをプラス
チック製容器
包装として回
収・再資源化

容器包装・製
品プラを一括
回収、分別基
準の違いによ
る効果検証

汚れ等が付
着した容器包
装プラスチック
の再商品化

容器包装・製
品プラを一括
回収、住民周
知方法の違い
を分析

ペットボトル
キャップの分別
回収・再資源
化

プラ回収量
（ｔ/年）

+74 +78 +11 +326 +1,001 +932 11

ＣＯ２
削減量
（ｔ/年）

▲89 ▲384 ▲11 ▲40 ▲565 ▲805 ▲46

●自治体等支援事業（３R推進事業）の成果として、プラスチックの一括回収等に移
行する自治体向けの手引きを作成し、全国の自治体に共有しました。
●令和６年度は全国８カ所で手引きに関するセミナーを開催し、関係者762人に参加
いただきました。

6



事業内容 1(3) プラスチック資源循環に係る普及啓発事業

7

●市民に対する分別回収への協力や使い捨て
プラの削減、リサイクル製品などの積極購入
を、若年層にも訴求力がある形のショート動
画を製作・公表し、啓発ニーズを持つ全国の
自治体等に共有、活用いただいています。

●大阪・関西万博の来場者をはじめ国民全
体の意識変革・行動変容を促すために、プ
ラスチック資源循環に関する企画展示・
ワークショップ・ステージイベントを準備
しています。

7



8

参考資料



9プラスチック製品・廃棄物・再資源化フロー図 （一般社団法人プラスチック循環利用協会）



10プラスチック資源循環の現状

*一般社団法人プラスチック循環利用協会



11プラスチック資源循環の現状



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
自治体支援の内容

◆ 一括回収等実施自治体

塩竈市 須賀川市 飯綱町 稲沢市 津市 松山市 三郷市

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【効果検証】
現行と移行シナリ
オのコストとCO2
排出量分析

【組成調査】
キャップ分別回収ボッ
クス設置前と後での回
収したキャップの組成
調査への支援
キャップ分別回収ボッ
クス設置前と後での自
販機リサイクルボック
ス内の組成調査への支
援

【組成調査】
実証事業で回収し
たプラスチックの
組成調査

【組成調査】
実証事業で回収し
たプラスチックの
組成調査

【組成調査】
可燃ゴごみと容器
包装の組成調査

【組成調査】
実証事業で回収し
たプラスチックの
組成調査

【組成調査】
汚れが付着した容
器包装の措定調査

【組成調査】
実証事業で回収し
たプラスチックの
組成調査

【アンケート調
査】
実証を実施した世
帯へのアンケート
の実施

【アンケート調
査】
実証を実施した世
帯へのアンケート
の実施

【フォーマットの
提供】
住民説明資料、周
知チラシフォー
マット提供

【アンケート調
査】
実証を実施した世
帯へのアンケート
の実施

【再商品化支援】
汚れが付着した容
器包装の再商品化
とペレットに与え
る影響の調査と成
分分析

【アンケート調
査】
実証を実施した世
帯へのアンケート
の実施

【アンケート調
査】
市民WEBアンケー
ト調査支援、学校
WEBアンケート調
査支援、定点観測
調査

【フォーマットの
提供】
住民説明資料、周
知チラシフォー
マット提供

【フォーマットの
提供】
住民説明資料、周
知チラシフォー
マット提供

【事例調査】
社会実装した後、
再商品化されるペ
レットなどを域内
循環できる技術や
取組を調査する。

【その他】
キャップの回収・
運搬・保管への支
援、啓発POP制作
支援、住民チラシ
作成費用、市民へ
の新たな周知方法
支援、学校の生徒
への周知資料作成
支援

【その他】
周知方法の差分検
証（周知動画の有
無による影響の検
証）

【フォーマットの
提供】
住民説明資料、周
知チラシフォー
マット提供 12



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
各自治体における検証結果

13

成果

塩竃市
• 動画での周知を行ったが、視聴率が低く、収集量における大きな差は見られなかった。動画が認知されていない、周知

チラシ等で十分に内容を把握できたことが想定され、動画自体のPRや周知チラシ等との差別化された内容を盛り込む必
要があることが示唆された。

須賀川市

• 農村地域の周知においてはチラシや町内会でのお知らせ等による、紙媒体や地域のコミュニケーションを活用した自治
体からの発信が重要になると考えられる。

• 市街地域の周知については、町内会からのお知らせや周知チラシの割合が多いため、市街地域でもこれらを継続しつつ、
公式LINEや市ホームページでの周知方法を検討する。

飯綱町
• 小規模自治体が移行時に配慮すべき事項として、周知方法やプライバシー、地域の合意形成があげられ、小規模自治体

については関係者に対する、より丁寧な説明が必要となることが示唆された。

稲沢市
• 今回の実証結果では、「100%プラ」と「90%プラ」で異物の大きな差は確認されず、「90%プラ」の方が台所用品

や文房具、玩具、収納用品の収集量が増加する結果となった。

津市

• 再商品化及び品質調査の結果、中間処理の選別残渣であってもペレット化は可能であった。収率は46%程度になること
が分かった。

• 課題としては、「塩素分が基準値を満たしていない」であり、光学選別機や洗浄工程の強化、その他新たな選別方法の
導入の選択等の検討を行う。

松山市
• アンケート回答者のうち、実証事業に取り組んだ方の割合は、住民説明会を実施した方が７％高い回答が得られた。
• 説明会により「具体的な品目が分かりやすい」という効果や高齢者が文章のみではわかりにくい部分を補い、理解を得

られやすい可能性が示唆された。

三郷市

• 実証結果から、年間のペットボトルキャップの回収数量は1,675,687個/年、人口一人当たりの年間回収量は11.8個/
年・人と推計され、1日の回収拠点としては23拠点程度となった。

• モデルの検討結果から、キャップ回収拠点の全国標準モデルは20回収拠点(程度)であれば、回収可能拠点数であり、か
つ、事業成立条件である20万個を達成できることが把握できた。

13



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
まとめ

14

⚫ 今年度は特定地域での周知や収集物等の差別化、汚れのついた容器包装の再商品化による効果を中
心に検証した。

⚫ 現状で容器包装の分別収集を行っている自治体が一括回収を行った際の組成調査では、容器包装は
71.4%～86.3%、製品プラは13.3%～24.4%の割合となった。

⚫ 市街地域と農村地域の周知では、農村地域では紙媒体や地域コミュニティを活用した周知が重要で
ある。市街地域の周知については、町内会からのお知らせや周知チラシの割合が多いため、市街地
域でもこれらを継続しつつ、公式LINEや市ホームページでの周知方法を検討する必要がある。

⚫ 「100%プラ」と「90%プラ」の収集物の差別化では、異物の大きな差は確認されず、かつ、
「90%プラ」の方が台所用品や文房具、玩具、収納用品の収集量が増加する結果となり、品目拡大
による収集量の増加の可能性が示唆された。

⚫ 汚れのついた容器包装の再商品化では、再商品化が可能だが、塩素分への対応が必要となった。

⚫ 住民説明会の実施有無の差では説明会を実施した地域での実証参加率が高くなり、具体的な品目の
理解促進や文章ではわかりにくい部分を補う可能性が示唆された。

⚫ 小規模自治体では少数からの意見が反映されやすく、より関係者1人1人の合意がとれないと進めら
れないため、関係者に対して一段と丁寧な説明が必要となることが示唆された。

⚫ 今年度の先進的モデル形成支援事業では、特定地域への周知等の違いによる量の拡大に対する効果
が把握できた。一方で、市内全域や期間、頻度を増やした場合の効果や質の向上に対する取組につ
いては、引き続き検討する必要がある。

14



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

●自治体等支援事業（３R推進事業）の成果として、プラスチックの一括回収等に移
行する自治体向けの手引きを作成し、全国の自治体に共有しました。

15



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

16



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）
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事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）
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事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

19



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

20



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）
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事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

22 22



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック資源循環に関する一括回収等への移行に向けた市区町村向け手引き（抜粋）

23



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化促進に向けたセミナー開催

●自治体等支援事業（３R推進事業）の成果、作成した手引きについて、令和６年度は全国８
カ所でセミナーを開催し、現地参加者193人、オンライン参加者569人の合計762人に参加い
ただきました。

24



事業内容 1(2) プラスチック資源循環に係る３R推進事業について：
プラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化促進に向けたセミナー開催

25



事業内容 1(1) プラスチック資源循環法等の施策効果の調査検討

●プラスチック資源の一括回収実施自治体数等や事業者の判断基準に係る取組み状況等、レジ袋有料

化の動向等を調査し、課題分析・効果検証を行っています。プラスチック資源循環法に基づく各種認定計
画の認定数拡大を図っています。

26



事業内容 1(1) プラスチック資源循環法等の施策効果の調査検討

27

①プラスチック製容器包装全体のリデュース率

③使用済プラスチックの再資源化率・熱回収率

②使用済プラスチック製品の産業系・一般系
廃棄物のリサイクル量

27



事業内容 2 容器包装リサイクル推進事業

●容器包装リサイクル法の再商品化義務量算定に必要な各種係数に係る基礎調査について、容器包
装の使用及び排出実態の把握、組成分析調査を行っています。

28



事業内容 2 容器包装リサイクル推進事業

〇容器包装廃棄物の傾向 〇容器包装廃棄物の使用・排出実態調査

29



30プラスチック資源循環法（プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律）

 海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契機として、国内におけるプラスチックの資源循環を

一層促進する重要性が高まっており、多様な物品に使用されるプラスチックに関し、包括的に資源循環体制を強化する必要がある。

■ 背景

1. 基本方針の策定
⚫ プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関する基本方針を策定する。

➢ プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計
➢ ワンウェイプラスチックの使用の合理化
➢ プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等

2. 個別の措置事項

■ 主な措置内容

⚫プラスチック資源について、市区町村による容リ法
ルートを活用した再商品化を可能にする。容リ法の
指定法人等は廃棄物処理法の業許可が不要に。

⚫市区町村と再商品化実施者が連携して行うプラスチッ
ク資源の再商品化計画を作成する。

➢主務大臣が認定した場合に、市区町村の選別、梱包
等を省略して再商品化実施者が再商品化を実施可能
に。再商品化実施者は廃棄物処理法の業許可が不要
に。

【使用の合理化】

⚫ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者など）が取り組むべき判断基準を策定する。

➢主務大臣の指導・助言、ワンウェイプラスチックを多く提供する事業者への勧告・公表・命令を措置する。

資源循環の高度化に向けた環境整備・循環経済（サーキュラー・エコノミー）への移行

設計
・
製造

【環境配慮設計指針】

⚫製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、指針に適合した製品であることを認定する仕組みを設ける。

➢認定製品を国が率先して調達する（グリーン購入法上の配慮）とともに、リサイクル材の利用に当たっての設備への支援

を行う。

【製造・販売事業者等による自主回収】

⚫製造・販売事業者等が製品等を自主回
収・再資源化する計画を作成する。

➢主務大臣が認定した場合に、認定事業者
は廃棄物処理法の業許可が不要に。

【排出事業者の排出抑制・再資源化等】

⚫排出事業者が排出抑制や再資源化等の取
り組むべき判断基準を策定する。

➢主務大臣の指導･助言、プラスチックを
多く排出する事業者への 勧告・公表・
命令を措置する。

⚫排出事業者等が再資源化事業計画を作成
する。
➢主務大臣が認定した場合に、認定事業
者は廃棄物処理法の業許可が不要に。

販売
・
提供

排出
・
回収
・
リサ
イク
ル

：ライフサイクル全体でのプラスチックのフロー

＜店頭回収等を促進＞

＜ワンウェイプラスチックの例＞

＜プラスチック資源の例＞

＜付け替えボトル＞

【市区町村の分別収集･再商品化】

第２０４回通常国会で成立
令和３年６月11日公布
令和４年４月１日施行

⚫ その一環として、上流から下流までのライフサイクル全体での取組を総合的に促進するため、
プラスチック資源循環法を整備しています。



31③ 排出・回収・リサイクル段階 分別回収・リサイクル

⚫ 地方自治体（市区町村）は、プラスチック製容器包装と製品プラスチックの両方を分別回
収・リサイクルすることが求められます。

⚫ ①容器包装リサイクル協会に容器包装・製品まとめて引き渡してリサイクルする、②大臣認定の下リサ
イクル事業者と連携して一気通貫でリサイクルを行う、のいずれかを選択できます。

⚫ 製品プラスチックの分別収集・リサイクルに要する費用の約半分を特別交付税で支援します。

⚫ 自治体のごみ処理を支援する循環型社会形成推進交付金の要件としては、容器包装・製品両方の
プラスチック資源を全域で分別収集・リサイクルするために必要な措置を講じていることが必要
です。

⚫ 製品プラスチックも含めた分別収集を新たに進めるための手引きを作成しましたので、御参照ください。
（環境省ＨＰ：https://www.env.go.jp/content/000227719.pdf）

プラスチック資源循環に関する一括
回収等への移行に向けた市区町村向
け手引き

https://www.env.go.jp/content/000227719.pdf


32【参考】プラスチック資源循環法に基づく再商品化の２つの方法について

市区町村は分別収集物の基準及び手引きに従って分別収集・再商品化する必要があります。

プラスチック使用製品
廃棄物の分別収集

指定保管施設での
選別・梱包・保管

指定法人
への委託・引渡し

選別 再商品化

指定法人の委託を受けた
再商品化事業者

市区町村の委託を受けて分別
収集物の再商品化を実施
（このうちプラスチック容器包装
廃棄物は容器包装リサイクル
法に基づく再商品化として実
施）

市区町村
（又は市区町村の委託を受けて分別収集等を実施する者）

⚫ 市区町村が単独又は共同して再商品化計画を作成し、これを主務大臣が認定した場合に、市区町
村による選別、圧縮等を省略し、再商品化実施者に再商品化を委託することが可能になります。

プラスチック使用製品
廃棄物の分別収集

選別 再商品化

市区町村
（又は市区町村の委託を受けて分別収集等を実施する者）

指定法人
プラスチック容器包装廃棄物（容器包装リサイクル法の分別基準
適合物とみなす【法第35条】）の再商品化費用を支払い

一体化・合理化

再商品化実施者
（認定計画に記載された再商品化事業者）

(2) 認定を受けた再商品化計画に基づいて再商品化を行う方法（法33条）

市区町村は再商品化計画の認定申請の手引きに従って計画を作成し、認定を受けた計画に従って

分別収集・再商品化する必要があります。

(1) 容器包装リサイクル法の指定法人に委託して再商品化を行う方法（法32条）



33③ 排出・回収・リサイクル段階 自主回収・リサイクル

⚫ 製造・販売事業者に対して、自ら製造・販売したプラスチック製品・容器包装を自主的に
回収・リサイクルするよう求めています。

⚫ こうした自主回収・リサイクルを円滑に進められるよう、計画を作成し大臣認定を得ることにより廃棄
物処理法に基づく業の許可を不要とする特例制度がありますので御活用ください。

⚫ 自主回収・リサイクルを実施することで、容器包装リサイクル法における再商品化義務量から回収量を
控除できます。

●自主回収・再資源化事業のスキーム



34③ 排出・回収・リサイクル段階  産廃プラのリデュース・リサイクル

⚫ 排出事業者は、判断基準に則って、事業活動により生じる廃プラスチックの排出抑制、
分別排出、再資源化等の取組に関する目標を定め、計画的に取り組むことが必要です。

⚫ 特に年間250ｔ以上排出する多量排出事業者は、取組が不十分な場合は勧告・命令等の措置
を行う可能性があります。

⚫ 排出事業者とリサイクル事業者の連携による再資源化を円滑に行えるよう、大臣認定により
廃棄物処理法に基づく業の許可が不要となる特例制度がありますので、御活用ください。

●申請者が排出事業者である場合の再資源化事業のスキーム図

○排出の抑制・再資源化等の
実施

○多量排出事業者の目標の
設定・情報の公表等

求められる対応

○排出事業者の情報の提供

○本部・加盟者における排出
の抑制・再資源化等の促進

○教育訓練

○実施状況の把握・管理体制
の整備

○関係者との連携

●申請者が複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者である
場合の再資源化事業のスキーム図
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●本資料及び次スライドの再商品化計画を合わせ、プラ法に基づき製品プラスチッ
クも含めた分別収集を実施している地方公共団体は令和７年４月時点で178

令和７年度までに指定法人へ分別収集物の引き渡しを開始する地方公共団体数及び量

（令和７年４月７日：日本容器包装リサイクル協会発表）

都道府県名 地方公共団体数 数量(t) 都道府県名 地方公共団体数 数量(t)

北海道 8 3,653 岐阜県 1 9

青森県 1 360 静岡県 5 1,738

岩手県 2 516 愛知県 20 34,204

宮城県 5 4,352 三重県 1 1,200

福島県 4 1,664 京都府 3 3,660

栃木県 2 1,700 大阪府 2 4,100

群馬県 4 1,889 兵庫県 3 737

埼玉県 2 4,350 和歌山県 1 260

千葉県 5 2,444 岡山県 7 5,948

東京都 31 38,160 広島県 1 827

神奈川県 12 62,318 香川県 1 41

石川県 1 3,984 福岡県 2 688

福井県 2 324 熊本県 1 260

長野県 25 6,633 鹿児島県 4 1,302

合計 156 187,321



36再商品化計画の認定事例について（第33条）
市町村名

計画期間 量(㌧/年)
市町村名

計画期間 量(㌧/年)
市町村名

計画期間 量(㌧/年)
(認定日) (認定日) (認定日)

宮城県仙台市
R5.4.1～

14,560
福岡県北九州市

R6.4.1～

134 
長野県安曇野市

R7.4.1～

572 R8.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R4.9.30) （3年間） (R6.3.27) (3年間) (R6.11.29) (3年間)

愛知県安城市
R6.1.1～

1,424 
三重県菰野町

R6.4.1～

10 

石川地方生活
環境施設組合

R7.4.1～

51 R8.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R4.12.19)（2年3か月） (R6.3.29) (3年間) (R6.11.29) (3年間)

神奈川県横須賀市
R5.4.1～

4,186 
大阪府堺市

R6.4.1～

4,420 
神奈川県川崎市

R7.4.1～

5,394 R8.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R4.12.19) （3年間） (R6.3.29) (3年間) (R6.12.6) (3年間)

富山県高岡市
R6.10.1～

4,608 
京都府京都市

R6.4.26～

8,100 
愛媛県西予市

R7.4.1～

309 R9.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R5.11.30) (2年6か月) (R6.4.26) (2年11か月) (R6.12.10) (3年間)

富山地区広域圏
事務組合

R6.4.1～

6,735 
三重県津市

R6.6.1～

1,495 
大阪府大阪市

R7.4.1～

16,017R9.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R5.11.30) (3年間) (R6.5.30) (2年10か月) (R6.12.11) (3年間)

京都府亀岡市
R6.4.1～

2,664 
佐賀県江北町

R7.4.1～

29 
富山県小矢部市

R7.10.1～

194 R9.3.31～ R10.3.31～ R10.3.31～

(R5.11.30) (3年間) (R6.9.24) (3年間) (R6.12.27) (2年6か月)

砺波広域圏
事務組合

R6.4.1～

1,229 
岐阜県羽島市

R6.10.1～

147 
神奈川県藤沢市

R7.4.1～

1,209 R9.3.31～ R9.3.31～ R10.3.31～

(R5.11.30) (3年間) (R6.9.26) (2年6か月) (R7.1.6) (3年間)

岐阜県輪之内町
R6.4.1～

65 
富山県射水市

R7.4.1～

428 
東京都大田区

R7.4.1～

4,875 R9.3.31～ R10.3.31～ R10.3.31～

(R5.11.30) (3年間) (R6.11.20) (3年間) (R7.3.14) (3年間)

東京都新宿区
R6.4.1～

1,892 
鳥取県琴浦町

R7.10.1～

167 
岡山県岡山市

R7.4.1～

300R9.3.31～ R10.3.31～ R10.3.31～

(R6.3.6) (3年間) (R6.11.20) (2年6か月) (R7.3.24) (3年間)

愛知県岡崎市
R6.4.1～

2,430 
愛知県岩倉市

R7.4.1～

896 

合計 31件 84,719

R9.3.31～ R10.3.31～

(R6.3.6) (3年間) (R6.11.28) (3年間)

岩手県岩手町
R6.4.1～

54 

秋田県大仙市・
秋田県美郷町

R7.4.1～

143 R9.3.31～ R10.3.31～

(R6.3.6) (3年間) (R6.11.29) (3年間) ※量（㌧/年）：再商品化計画期間平均値



37製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業計画の認定事例

●本資料及び次スライドの再資源化計画を合わせ、プラ法の大臣認定制度を活用し
てプラスチック廃棄物の回収リサイクルを実施している製造・販売事業者、排出事
業者は令和７年４月時点で11（大臣認定以外でも多数の事業者が回収・リサイクル
を実施）



38排出事業者による再資源化事業計画の認定事例

①排出事業者（1号認定）、②複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者（2号認
定）が作成した再資源化事業計画について、主務大臣が認定する仕組みを創設。主務大臣の認
定を受けた事業者は廃棄物処理法に基づく業の許可が不要となります。



39レビューシートに記載した活動内容等



40レビューシートに記載した活動内容等



41レビューシートに記載した活動内容等



42レビューシートに記載した活動内容等



43レビューシートに記載した活動内容等



44ロジックモデル

①地方公共団体等が行うプラスチックの資源循環に関する先進的なモデル事業を
採択する。

②容器包装リサイクル法に基づき組成調査等を行い、円滑に再商品化義務量を
確定する。

【目的】
○プラスチックの資源循環に関する先進的
モデル形成支援・横展開を通じて、プラス
チック資源循環を推進する。
○プラスチック資源循環法・容器包装リサイ
クル法の適切な執行に資する。
【課題】
プラスチック資源循環法に基づき、分別収
集・再商品化に係る取組を行う地方公共
団体や事業者の増加を促進する必要があ
る。

目的/課題 アクティビティ

アウトプット

①プラスチックの資源循環に資する地方公共団体等の先進的な取組を支援する。

②地方公共団体が収集した廃棄物の組成調査を実施する。
①2030年までにプラスチック使用製品廃
棄物の回収量倍増
②2030年までに容器包装の6割をリユー
ス・リサイクル
③2035年までに使用済みプラスチックを
100%リユース・リサイクル等により、有効利
用

プラスチック資源循環社会の実現

インパクト

①短期：プラスチック資源循環法に基づきプラスチック使用製品廃棄物等を分別収集・
再商品化する地方公共団体が増加する。

 長期：プラスチック使用製品廃棄物の回収量が増加する。

②短期：実施した組成調査の結果が年度内にWEBページで公表され、
閲覧可能となる。

 長期：実施・公開した組成調査内容を、再商品化義務量の算定において、もれなく
活用する。

アウトカム



論点について

事業名：プラスチック資源循環等推進事業費

○プラスチック使用製品廃棄物等の排出抑制・再資源化等が推
進できているか。

○EBPMの観点から成果目標等の指標が適切に設定されている
か。



2025年度行政事業レビューシート 環境省

プラスチック資源循環等推進事業費

基本情報

組織情報 府省庁 環境省

事業所管課室 環境省 | 環境再生・資源循環局 | 総務課 | 容器包装・プラスチック資源循環室

作成責任者 井上雄祐

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 004833 事業開始年度 2006 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2025 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

環境省 ー ４資源循環政策の推進
https://www.env.go.jp/guide/
seisaku/index.html

関連事業 -- 主要経費 その他の事項経費

概要・目的

事業の目的

〇プラスチックの資源循環に関する先進的モデルの形成支援・横展開を通じて、プラスチック資源循環を推進する。
〇令和４年４月に施行されたプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラスチック資源循環法」という。）の施行状況及び容器包装リサ
イクルに係る排出実態を調査することで、再商品化義務量の算定を行うとともに、プラスチックの資源循環の高度化に向けた課題を把握・分析し、プラス
チック資源循環法、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサイクル法」という。）の適切な執行に資する。

現状・課題

プラスチック資源循環法において、市町村及び事業者は容器包装プラスチックだけでなく製品プラスチックを含めたプラスチック使用製品廃棄物等の分別
収集、再商品化を進めていく必要があるが、令和６年度までにプラスチック資源循環法に基づきプラスチックの使用製品廃棄物等の回収を開始した地方公
共団体は102、製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業計画は５、排出事業者等による再資源化事業計画は６に留まっており、プラスチック資源
循環の推進のためには、分別収集・再商品化に係る取組を行う地方公共団体や事業者の増加を促進する必要がある。

事業の概要

〇プラスチックの資源循環に関する先進的モデルの形成支援を通じて、効果的な排出抑制や回収量の拡大、リサイクルコストの低減等の効果検証・課題分
析等を行い、好事例の蓄積を行った上で地方公共団体や事業者に横展開を図ることで、取組を行う地方公共団体や事業者の増加を促進する。
〇プラスチック資源循環法の施行状況及び容器包装リサイクルに係る排出実態を調査することで、プラスチック資源循環の高度化に向けた課題を分析し、
プラスチック資源循環法を適切に執行する。
〇容器包装リサイクル法に基づき、容器包装廃棄物の排出抑制に係る実態調査や再商品化義務量算定に必要な組成調査等を行い、より質の高いリサイクル
を目指す。

事業概要URL https://www.env.go.jp/content/000248472.pdf

1



根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 平成七年法律第百十二号 第五条 -- --

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 平成七年法律第百十二号 第七条の二 -- --

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 平成七年法律第百十二号 第七条の四 1 --

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 平成七年法律第百十二号 第十三条 2 三

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 令和三年法律第六十号 第五条 -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

プラスチック資源循環戦略(令和元年5月31日決定） https://www.env.go.jp/press/files/jp/111747.pdf

循環型社会形成推進基本計画 https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html

実施方法 直接実施

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

-- -- -- --

備考 --
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予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2022 2023 2024 2025 2026

要求額 260,000 260,000 226,574 377,391 --

当初予算 260,000 260,000 226,574 350,266 --

補正予算 -- -- -- -- --

前年度から繰越し -- -- -- -- --

予備費等 -- -- -- -- --

計 260,000 260,000 226,574 350,266 --

執行額 304,425 283,797 190,710 -- --

執行率 117.1% 109.2% 84.2% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算

一般会計 / 環境省 / 環境本省 / 資源循環政策推進費 / 環境保全調査費

2025年度予算額については「循環経済移
行促進事業」のうち「プラスチック資源
循環に係る情報発信等の基盤整備」を統
合している。

350,266 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --
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効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

1: アクティビティ

地方公共団体等が行うプラスチ
ックの資源循環に関する先進的
なモデル事業を採択する。

2: アクティビティ

容器包装リサイクル法に基づき
組成調査等を行い、円滑に再商
品化義務量を確定する。

2: アウトプット

地方公共団体が収集した廃棄物
の組成調査を実施する。

2: 短期アウトカム

実施した組成調査の結果が年度
内にWEBページで公表され、閲
覧可能となる。

1: 短期アウトカム

プラスチック資源循環法に基づ
きプラスチック使用製品廃棄物
等を分別収集・再商品化する地
方公共団体が増加する。

1: 長期アウトカム

プラスチック使用製品廃棄物等
の回収量が増加する。

2: 長期アウトカム

実施・公開した組成調査内容
を、再商品化義務量の算定にお
いて、もれなく活用する。

1: アウトプット

プラスチックの資源循環に資す
る地方公共団体等の先進的な取
組を支援する。
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アクティビティからの発現経路 1-1-1-1

アクティビティ 地方公共団体等が行うプラスチックの資源循環に関する先進的なモデル事業を採択する。

アウトプット 活動目標
プラスチックの資源循環に資する地方公共団体等の先進的な取
組を支援する。

活動指標
プラスチックの資源循環に資する地方公共団体等の先進的なモ
デル形成支援採択数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当初見込み∕目標値(件) 15 12 10 7

活動実績∕成果実績(件) 16 12 7 --

後続アウトカム
へのつながり

地方公共団体等の先進的なモデル形成を支援し、成果を取りまとめ、地方公共団体等へ情報提供することによって、プラスチック使用製品廃棄物等の分別収集及び再商品化を開始す
る自治体・事業者の拡大・分別収集量の増加に向けた検討が加速することが期待されることから、プラスチック資源循環法に基づきプラスチック使用製品廃棄物等を分別収集・再商
品化する地方公共団体数を短期アウトカムに設定した。

短期アウトカム 成果目標
プラスチック資源循環法に基づきプラスチック使用製品廃棄物
等を分別収集・再商品化する地方公共団体が増加する。

成果指標
プラスチック資源循環法に基づきプラスチック使用製品廃棄物
等を分別収集・再商品化する団体数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

○成果実績：「再商品化計画認定自治体一覧」（容器包装・プラ
スチック資源循環室）、「令和６年度 落札結果一覧（分別収集
物）」（公益財団法人日本容器包装リサイクル協会）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 目標年度
2027年度

当初見込み∕目標値(件) -- -- 130 202 227

活動実績∕成果実績(件) 37 102 -- -- --

達成率(%) -- -- -- -- --

後続アウトカム
へのつながり

プラスチック使用製品廃棄物等を分別収集・再商品化する地方公共団体が増えることで、プラスチック資源回収量の増加が期待されることから、2030年度のプラスチック使用製品廃
棄物等の回収量を長期アウトカムに設定した。
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長期アウトカム 成果目標 プラスチック使用製品廃棄物等の回収量が増加する。 成果指標 地方公共団体によるプラスチック使用製品廃棄物等の回収量

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

成果実績：環境省調べ（認定済団体実績報告の集計）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 最終目標年度
2030年度

当初見込み∕目標
値(t) 159,036 257,400 -- -- -- -- 443,857

活動実績∕成果実
績(t) -- -- -- -- -- -- --

達成率(%) -- -- -- -- -- -- --
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アクティビティからの発現経路 2-2-2-2

アクティビティ 容器包装リサイクル法に基づき組成調査等を行い、円滑に再商品化義務量を確定する。

アウトプット 活動目標 地方公共団体が収集した廃棄物の組成調査を実施する。 活動指標 廃棄物の組成調査の実施団体数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当初見込み∕目標値(件) 8 8 8 8

活動実績∕成果実績(件) 8 8 8 --

後続アウトカム
へのつながり

地方公共団体が収集した廃棄物の組成調査の実施により、調査結果を取りまとめて公表することで、再商品化義務量の算定の透明性確保に資することから、調査結果が年度内に閲覧
可能となることを短期アウトカムに設定した。

短期アウトカム 成果目標
実施した組成調査の結果が年度内にWEBページで公表され、閲
覧可能となる。

成果指標
組成調査実施団体のうち、調査結果が年度内にWEBページで閲
覧可能となったものの割合

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

○容器包装廃棄物の使用・排出実態調査（平成18年度〜）
（https://www.env.go.jp/recycle/yoki/c_2_research/index.ht
ml）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 2024年度 目標年度
2025年度

当初見込み∕目標値(%) 100 100 100 100

活動実績∕成果実績(%) 100 100 100 --

達成率(%) 100 100 100 --

後続アウトカム
へのつながり

実施した組成調査の結果が取りまとめられ、公表されることによって、再商品化義務量算定に活用されることが期待されることから、再商品化義務量算定への活用割合を長期アウト
カムとして設定した。
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長期アウトカム
成果目標

実施・公開した組成調査内容を、再商品化義務量の算定におい
て、もれなく活用する。

成果指標
実施・公開した組成調査のうち、再商品化義務量の算定におい
て、調査が活用された実施団体数の割合。（調査が活用された
実施団体数∕実施団体数）

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

○目標値：容器包装廃棄物の使用・排出実態調査（容器包装・
プラスチック資源循環室）
○成果実績：第2回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 資源循
環経済小委員会 容器包装リサイクルワーキンググループ　資料
2　再商品化義務量の算定に係る量、比率等について
（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijut
su/resource_circulation/container_packaging_recycling_wg
/index.html）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 最終目標年度
2027年度

当初見込み∕目標値
(%) 100 100 100 100 100 100

活動実績∕成果実績
(%) 100 100 -- -- -- --

達成率(%) 100 100 -- -- -- --

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --
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点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果

プラスチック資源循環法では、国の責務として、必要な資金の確保、情報の収集、整理及び活用並びに国民の理解醸成に努めるものと定めており、本事業
は、プラスチックに係る資源循環の促進等を図るために必要不可欠な優先度の高い事業である。また、容器包装リサイクル制度の円滑な運用には継続した
組成調査等による実態把握が必要である。
・アクティビティ①について、短期アウトカムであるプラスチック使用製品廃棄物等を分別収集・再商品化する団体数は広がっており、目標に見合ってい
る。
・アクティビティ②について、成果実績は目標に概ね見合っている。

目標年度における効果
測定に関する評価

--

改善の方向性
アクティビティ①：本事業で得られた知見を今後の支援に活かし、成果目標達成に向けた効果的・効率的な事業実施に努める。
アクティビティ②：容器包装リサイクル制度の運用状況について実態把握を継続する。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 2020

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた
改善点∕概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項 --
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支出先
資金の流れ

Aから再委託

Bのうち１社から

再々委託

環境省

190,710 千円

間接経費: 34,108 千
円
1. 非常勤職員給与:
34,108 千円

A. デロイトトーマツコン
サルティング合同会社

89,606 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチックの資源

循環等に係る施策の実態調査等

業務

B. 有限責任監査法人トー
マツほか

51,902 千円

支出先の数: 8

令和６年度プラスチックの資源

循環に係る施策の調査検討等業

務の一部

C. 株式会社ディンズ環境分
析センター

592 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチックの資源

循環に係る施策の調査検討等業

務の一部

D. 株式会社エム・シー・
アンド・ピー

13,433 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチック資源循

環法及び第四次循環基本計画に

基づく循環型社会形成に向けた

取組促進等業務

E. 株式会社三菱総合研究
所

28,050 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチック資源循

環の国内法制度等に関する調査

検討等業務

F. 日本コンベンションサー
ビス株式会社

7,774 千円

支出先の数: 1

令和６年度大阪・関西万博にお

けるプラスチック資源循環普及

啓発のための展示・イベント企

画業務

G. 株式会社ＪＥＭＳ

9,425 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチック資源循

環法に係る再商品化計画の運用

に関する調査・検討等業務

H. 株式会社ＪＥＭＳ

8,189 千円

支出先の数: 1

令和６年度プラスチック資源循

環法に係る計画認定手続のオン

ライン化サービス運用・保守業

務

I. アルモニア株式会社

125 千円

支出先の数: 1

令和６年度東洋スチレン(株)五

井工場及びサステナブルマテリ

アル展の視察・意見交換業務に

おける車両借上・運行業務
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支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A デロイトトーマツコンサルティング合同会社 89,606 1 令和６年度プラスチックの資源循環等に係る施策の実態調査等業務

支出先名 支出額 法人番号

デロイトトーマツコンサルティング合同会社 89,606 7010001088960

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和6年度プラスチックの資源循環等に係る施策の実態調査
等業務
一般競争契約（総合評価） 

89,606 1 100 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

B 有限責任監査法人トーマツほか 51,902 8
令和６年度プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の
一部

支出先名 支出額 法人番号

有限責任監査法人トーマツ 25,337 5010405001703

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

25,337 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

プラリュース環境株式会社 19,020 6040001128260

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

19,020 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社木下フレンド 3,484 8030001023923

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

3,484 -- -- --
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支出先名 支出額 法人番号

株式会社談広告 1,265 4010001050080

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

1,265 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

一般社団法人環境情報科学センター 1,033 9010005016577

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

1,033 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

アートファクトリー玄株式会社 671 3011001000398

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

671 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

三重中央開発株式会社 592 8190001008702

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

592 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

ハイデー株式会社 500 9010901009592

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の一部
その他(再委託) 

500 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割
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C 株式会社ディンズ環境分析センター 592 1
令和６年度プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等業務の
一部

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ディンズ環境分析センター 592 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度プラスチックの資源循環に係る施策の調査検討等
業務の一部
その他(再々委託) 

592 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

D 株式会社エム・シー・アンド・ピー 13,433 1
令和６年度プラスチック資源循環法及び第四次循環基本計画に基づ
く循環型社会形成に向けた取組促進等業務

支出先名 支出額 法人番号

株式会社エム・シー・アンド・ピー 13,433 2120001041913

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度プラスチック資源循環法及び第四次循環基本計画
に基づく循環型社会形成に向けた取組促進等業務
一般競争契約（総合評価） 

13,433 1 99.8 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

E 株式会社三菱総合研究所 28,050 1
令和６年度プラスチック資源循環の国内法制度等に関する調査検討
等業務

支出先名 支出額 法人番号

株式会社三菱総合研究所 28,050 6010001030403

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度プラスチック資源循環の国内法制度等に関する調
査検討等業務
一般競争契約（総合評価） 

28,050 2 93.6 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

F 日本コンベンションサービス株式会社 7,774 1
令和６年度大阪・関西万博におけるプラスチック資源循環普及啓発
のための展示・イベント企画業務
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支出先名 支出額 法人番号

日本コンベンションサービス株式会社 7,774 2010001033161

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度大阪・関西万博におけるプラスチック資源循環普
及啓発のための展示・イベント企画業務
一般競争契約（総合評価） 

7,774 3 80.4 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

G 株式会社ＪＥＭＳ 9,425 1
令和６年度プラスチック資源循環法に係る再商品化計画の運用に関
する調査・検討等業務

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＪＥＭＳ 9,425 9050001016544

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度プラスチック資源循環法に係る再商品化計画の運
用に関する調査・検討等業務
一般競争契約（総合評価） 

9,425 2 79.3 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

H 株式会社ＪＥＭＳ 8,189 1
令和６年度プラスチック資源循環法に係る計画認定手続のオンライ
ン化サービス運用・保守業務

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＪＥＭＳ 8,189 4013301026519

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度プラスチック資源循環法に係る計画認定手続のオ
ンライン化サービス運用・保守業務
一般競争契約（最低価格） 

8,189 3 99.7 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

I アルモニア株式会社 125 1
令和６年度東洋スチレン(株)五井工場及びサステナブルマテリアル
展の視察・意見交換業務における車両借上・運行業務

支出先名 支出額 法人番号
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アルモニア株式会社 125 5011301016555

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

令和６年度東洋スチレン(株)五井工場及びサステナブルマテ
リアル展の視察・意見交換業務における車両借上・運行業務
随意契約（少額） 

125 3 -- --
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費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A デロイトトーマツコンサルティング合同会
社

令和6年度プラスチックの資源
循環等に係る施策の実態調査等
業務

外注費 Bへの再委託 51,901

-- -- -- 人件費 調査・集計業務費 28,525

-- -- -- 業務費 アンケート関連費 939

-- -- -- 印刷製本費 報告書 95

-- -- -- その他 消費税 8,146

B 有限責任監査法人トーマツ プラスチックの資源循環に係る
施策の調査検討等業務の一部 人件費 調査業務費 25,337

D 株式会社エム・シー・アンド・ピー

令和６年度プラスチック資源循
環法及び第四次循環基本計画に
基づく循環型社会形成に向けた
取組促進等業務

人件費 企画制作・キャンペー ン運営・事務局運
営・撮影 7,381

-- -- -- 雑役務費 サーバー費、謝礼、通信費 3,430

-- -- -- 業務費 印刷製本費 1,100

-- -- -- 一般管理費 旅費交通費、関連資材購入費 300

-- -- -- その他 消費税・調整費 1,221

E 株式会社三菱総合研究所
令和６年度プラスチック資源循
環の国内法制度等に関する調査
検討等業務

請負費 調査費 28,050

F 日本コンベンションサービス株式会社

令和６年度大阪・関西万博にお
けるプラスチック資源循環普及
啓発のための展示・イベント企
画業務

人件費 企画提案・事務局運営 6,400

-- -- -- 業務費 印刷製本費 28

-- -- -- 一般管理費 一般管理費 643

-- -- -- その他 消費税・調整費 707

G 株式会社ＪＥＭＳ
令和６年度プラスチック資源循
環法に係る再商品化計画の運用
に関する調査・検討等業務

人件費 要件定義 9,425

H 株式会社ＪＥＭＳ

令和６年度プラスチック資源循
環法に係る計画認定手続のオン
ライン化サービス運用・保守業
務

雑役務費 Azureサーバーの維持費 2,230

-- -- -- 人件費 テクニカルサポート、サーバー保守、アプ
リ保守に関する人件費 5,100

16



 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

-- -- -- 一般管理費 運用保守に係る管理費 858

I アルモニア株式会社

令和６年度東洋スチレン(株)五
井工場及びサステナブルマテリ
アル展の視察・意見交換業務に
おける車両借上・運行業務

借料及び損料 車両借り上げ 125

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --
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その他備考
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事業番号 事業名 

２ 放射線の健康管理・健康不安対策事業 

 

資料３－２ 



放射線の健康管理・健康不安対策事業

公開プロセス 説明資料

令和７年６月16日

環境省 大臣官房 環境保健部 放射線健康管理担当参事官室



1

背景

▌子ども被災者支援法（東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律）

（放射線による健康への影響に関する調査、医療の提供等）
第十三条 国は、東京電力原子力事故に係る放射線による被ばくの状況を明らかにするため、被ばく放射線量の推計、被ば
く放射線量の評価に有効な検査等による被ばく放射線量の評価その他必要な施策を講ずるものとする。

（医療及び調査研究等に係る人材の養成）
第十六条 国は、放射線を受けた者の医療及び調査研究等に係る人材を幅広く養成するため、必要な施策を講ずるものと
する。

（国民の理解）
第十八条 国は、放射線及び被災者生活支援等施策に関する国民の理解を深めるため、放射線が人の健康に与える影響、
放射線からの効果的な防護方法等に関する学校教育及び社会教育における学習の機会の提供に関する施策その他の必要な
施策を講ずるものとする。

▌福島復興再生特別措置法

（健康管理調査の実施）
第四十九条 福島県は、福島復興再生基本方針及び認定福島復興再生計画（第七条第二項第五号に掲げる事項に係る部分に
限る。）に基づき、平成二十三年三月十一日において福島に住所を有していた者その他これに準ずる者に対し、健康管理調
査（被ばく放射線量の推計、子どもに対する甲状腺がんに関する検診その他の健康管理を適切に実施するための調査をいう。
以下同じ。）を行うことができる。

（健康管理調査の実施に関し必要な措置）
第五十一条 国は、福島県に対し、健康管理調査の実施に関し、技術的な助言、情報の提供その他の必要な措置を講ずる
ものとする。

（健康増進等を図るための施策の支援）
第五十二条 国は、福島の地方公共団体が行う住民の健康の増進及び健康上の不安の解消を図るための放射線量の測定のた
めの機器を用いた住民の被ばく放射線量の評価その他の取組を支援するため、必要な財政上の措置その他の措置を講ずる
ものとする。

（放射線の健康管理・健康不安対策事業の関連条文を一部抜粋）
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背景

▌「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について
（令和６年３月19日 閣議決定）

（放射線の健康管理・健康不安対策事業の関連部分を一部抜粋）

１．復興の基本姿勢及び各分野における取組
（２）原子力災害被災地域

福島の復興・再生には中長期的な対応が必要であり、第２期復興・創生期間以降も引き続き国が前面に立って取り組む。
こうした状況に鑑み、令和３年度からの当面の10年間、復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題や多様なニーズ
にきめ細かく対応しつつ、本格的な復興・再生に向けた取組を行う。具体的には、地震・津波被災地域と共通する事項の
ほか、それぞれの地域の実情や特殊性（中間貯蔵施設の受入等）を踏まえながら、特定復興再生拠点区域を含め避難指示が
解除された地域における生活環境の整備、長期避難者への支援、特定帰還居住区域の避難指示解除に向けた取組、福島イノ
ベーション・コースト構想の推進、事業者・農林漁業者の再建、風評の払拭に向けた取組等を引き続き進めるとともに、
帰還促進と併せて、新たな住民の移住・定住の促進、交流人口・関係人口の拡大等を行う。

⑦ 風評払拭・リスクコミュニケーションの推進

・福島県のみならず被災地全体の農林水産や観光等における風評の払拭、いわれのない偏見・差別の解消に向けて、「風評
払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」に基づき、政府一体となって国内外に向けた情報発信等引き続き取り組む。
また、科学的かつ客観的な議論に基づくフォローアップを実施し、各施策がより整合的・合理的・効果的な取組となるよう
不断の見直しを行う。

・インターネット等の様々な媒体を活用した全国に向けた情報発信や、放射線副読本の更なる活用等の放射線に関する充実
等により、放射線に関する科学的な知識等や復興が進展している被災地の姿等について理解を促進するよう効果的な取組や
必要な支援を引き続き行う。

・福島の被災者の適切な健康管理及び健康不安の解消のために、福島県「県民健康調査」の円滑な実施に向けた財政的・技
術的な支援を継続する。また、相談員支援センターを中心とした放射線不安へのきめ細かい対応を行う。
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目的・概要

▌目的

⚫ 原子力被災者に対する健康管理・健康不安対策として、住民の個人被ばく線量の把握を含むリスクコ
ミュニケーションや、長期の健康調査への支援等を行うことにより、福島県内はもとより県外において、
避難指示が解除された地域に対する放射線による不安払拭を目指し、これをもって帰還促進及び新たな
移住・定住の促進を目指す。

⚫ 全国において放射線の健康影響に関する正しい知識の理解や福島県の現状に対する認識を広めるために、
調査研究や情報発信を行うことにより、誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別の解消を目指す。

▌概要

原子力被災者に対する健康管理・健康不安対策に係る取組

全国において放射線の健康影響に関する正しい知識の理解や福島県の現状に対する認識を広めるための取組

事業名 令和７年度予算額

アクティビティ①
安心・リスクコミュニケーション事業
及び住民の個人被ばく線量把握事業

558百万円

アクティビティ②
甲状腺検査に係る人材育成・実施機関支援事業
及び放射線健康管理支援交付金事業

285百万円

事業名 令和７年度予算額

アクティビティ③ 放射線の健康影響に係る調査研究事業 290百万円

アクティビティ④
アクティビティ⑤

放射線の健康影響等に関する情報発信事業 224百万円

※その他、原子力災害健康影響調査関連事業（26百万円）、原子力被災者健康確保・管理関連交付金（20百万円）及び事故発生施設周辺
住民への健康相談事業（0.1百万円）がある。
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ロジックモデル

① 福島県内の住民等や福島県外へ避難している住民を対象とした個人の被ばく線

量把握や、専門家による説明・セミナー等を通じたリスクコミュニケーションを行う。

② 「県民健康調査」を担う人材の育成・確保に係る取組を支援することで、福島県

による「県民健康調査」の実施を通じた将来にわたる県民の健康の維持、増進を

支援する。

③ 放射線の健康影響に係る研究調査を行う。

④ 科学的知見に基づいた正しい情報発信を行う。

⑤ 放射線の健康影響に係る正しい情報を全国に発信する。

• 長期の健康調査等の実施

• 科学的知見に基づいた正しい情報発信

• リスクコミュニケーションの実施等

原子力被災者に適切な健康管理を講ず
るとともに、健康不安の解消及び風評の払
拭を図ることが必要。

課題 インプット

【予算額】 令和７年度当初：1,404百万円

アクティビティ

アクティビティごとのアウトプット

• 避難指示が発出された地域に対する放
射線による不安が払拭され、帰還促進
及び新たな移住・定住の促進。

• 全国において、放射線の健康影響に関

する正しい知識の理解や福島県の現状

に対する認識が広まり、誤解・風評の払

拭、いわれのない偏見・差別が解消する

本格的な復興・再生へ

インパクト

短期(中期)・長期アウトカム

次頁以降でアクティビティ
ごとに提示
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アクティビティ①：リスクコミュニケーション事業・個人被ばく線量把握事業

安心・リスクコミュニケーション事業

研修会、車座意見交換会、住民セミナー、専門家派遣を実施 自治体職員、相談員等向け放射線健康影響Q&A冊子 インターネットにおける放射線健康影響Q&A

●福島第一原子力発電所事故により避難指示が出された地域では、特定復興再生拠点区域等の整備により

避難指示の解除が進められており、各自治体では、帰還した住民等が日常生活における放射線への不安・

疑問等に対し、相談窓口や相談員を配置するなどして対応。

●環境省では、福島県いわき市に「放射線リスクコミュニケーション相談員支援センター」を設置し、自治

体職員や相談員等に対する研修等の開催と、専門家派遣等による支援を実施するとともに、住民セミナー

や車座意見交換会等を通じ、住民へのリスクコミュニケーション活動を実施。

住民の個人被ばく線量把握事業

●ホールボディ・カウンタにより、飲食物等による内部被ばく線量の測定を

実施。測定結果は受検者に提示するとともに、専門家から被ばくと健康影響

に関する説明を行い、受検者自らに被ばくの状況とそれに伴う健康影響を

理解してもらうことにより、放射線被ばくによる健康不安に係る健康被害の

防止を図る。 ホールボディ・カウンタ
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アクティビティ①：レビューシート
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アクティビティ①：レビューシート
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アクティビティ①：レビューシート
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アクティビティ②：福島県「県民健康調査」への支援等

放射線健康管理・健康不安対策について「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の

基本方針（令和３年３月９日閣議決定）において、国による継続的な対応が求められている。

福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため、平成23年度に福島県が創設した「福島県民健康

管理基金」に対して、国は交付金（782億円）を拠出。このほか、放射線健康管理・健康不安対策

事業を通じて、福島県を財政的・技術的に支援。

・交付金を拠出

（782億円）

・専門的知見に

基づく助言 基金

福島県民健康管理基金

原子力災害から住民の健康を

確保するのに必要な事業を中

長期的に実施するための基金

【国の支援事業の例】

県民健康調査事業

「放射線健康管理・健康不安対策事業」
甲状腺検査者の育成・技能維持のために、講習会や
実技研修を実施

「県民健康調査支援のための人材育成事業」
県民健康調査に必要な人材を育成するため福島県立
医科大学の講座を支援

基金を活用して、被ばく線量や健康状態を把握

するための健康管理等を実施。

【基本調査】 （県外避難者も含む）

全県民（約206万人）を対象とした原発事故後４ヵ月間

における外部被ばく線量の推計・把握

【詳細調査】 （県外避難者も含む）

・ 甲状腺検査

・ 健康診査

・ こころの健康度・生活習慣に関する調査

・ 妊産婦に関する調査

東京電力 250億円

国 福島県

その他
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アクティビティ②：レビューシート
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アクティビティ②：レビューシート
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アクティビティ③：放射線の健康影響に係る調査研究事業

３. 県内外リスコミ・情報発信活動への活用１. 統一的な基礎資料への反映

２. ぐぐるプロジェクトでの活用

これまでの取組及びその成果の活用

●福島原発事故による福島県民の健康影響に係る不安の低減や風評の払拭に資する研究課題について調査

研究を実施し、その成果を当省の福島県民向け健康管理・不安払拭事業への反映はじめ、放射線の健康

影響に係る県内外への情報発信にも活用。

●加えて、本事業の成果は、ICRPやUNSCEARなど国際機関の報告書や見解のバックデータとしても活用

され、放射線の健康影響に係る国際的な貢献や評価を得てきたところ。

成果
４. IAEA、ICRP、UNSCEAR等の国際機関   

等が発表する報告書への掲載・引用
統一的な基礎資料 UNSCEAR報告書

福島復興再生基本方針（H24年7月）等の報告書において「継続的な健康影響に関す
る調査を行っていく必要あり」と提言があったことを受け、H24年度より事業開始。

＊環境保健：
放射性物質などによる汚染等によって、直接的/間接的に生じる障害や疾病といった人々の健康への影響を
未然に防止（予防）するとともに、人々の健康や福祉の増進に寄与する内容を意味

１．学術的な有用性・発展性が高い成果の達成

２．環境保健＊行政への貢献につながる成果の達成

▌背景

▌目的
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アクティビティ③：レビューシート
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アクティビティ③：レビューシート
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アクティビティ④：情報発信事業（基礎資料・ポータルサイト）

○正確な情報発信や、様々なリスクコミュニケーション活

動への一助とするため、放射線に関する科学的知見や関

係省庁等の取組等を横断的に集約した統一的な基礎資料

を作成（平成26年２月初版発行）、毎年度改訂｡

○上下巻の二分冊。上巻では、放射線の基礎知識と健康影

響、下巻では省庁等の取組を横断的に掲載。

○Webで公開するとともに、福島県や福島近隣県等におい

て、住民から健康相談を受ける保健医療福祉関係者や教

育関係者等が住民の健康不安や悩み相談等に対応できる

人材の育成研修等で活用。

○統一的な基礎資料の英文版を作成し、関係省庁等へ配布。

放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料

○放射線健康影響について関心の高い「食べる」、「訪れる」、

「住む」、「胎児への影響・次世代影響」、「身近な放射線」につ

いて、統一的な基礎資料の要点をまとめた資料（日本語版・英語

版・韓国語版・中国語版）を作成。

○スマートフォンでも見やすいコンテンツを作成。

○住民の不安解消や科学情報の理解促進に資する項目を取り上げた

Q&Aを作成。

放射線による健康影響等に関するポータルサイト

統一的な基礎資料（英語版）統一的な基礎資料（日本語版）

環境省Webサイトにて公表
（日本語版）http://www.env.go.jp/chemi/rhm/basic_data.html
（英語版） https://www.env.go.jp/en/chemi/rhm/basic-info/

ポータルサイト

http://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/
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アクティビティ④：レビューシート
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アクティビティ④：レビューシート
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アクティビティ⑤：情報発信事業（ぐぐるプロジェクト）

東京電力福島第一原発事故の被災地における放射線に関して、健康への影響を誤解する人がいない、

風評・差別・偏見が無い社会の実現を目指す。

ぐぐるプロジェクトの目標

放射線健康影響に関する課題を通じ、

つむぐ  ：「学び・知をつむ”ぐ”」、

つなぐ  ：「人・町・組織をつな”ぐ”」、

つたわる ：「自分ごととしてつたわ”る”」

ことにより、風評にまどわされない適正な判断力を養っていくための、

正確な情報を全国に分かりやすく発信する取組。

ぐぐるプロジェクトとは

ふくしまメッセンジャーズ

これまでの活動より得た知見「福島に関わりのある方の情報は信頼度

が高い」から、福島の未来を担う若者たちにより、グループ活動を行

う「ふくしまメッセンジャーズ」を立ち上げ。「福島の今」と「放射

線の健康影響に関する正しい知識」を全国に伝える。

福島県在住の若者たちによる発信

「福島の今」
ふくしまメッセンジャーズ

動画の視聴による

意識変容の獲得

動画の視聴拡大を促進

意識変容の拡大

ふくしまメッセンジャーズ

ぐぐるプロジェクト
公式ホームページ

ぐぐるプロジェクト
公式YouTube

YouTube公式チャンネルに収載している動画より
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アクティビティ⑤：レビューシート
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アクティビティ⑤：レビューシート
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アクティビティ⑤：レビューシート
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行政事業レビューシートにおける効果発現経路の設定状況
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参考資料



24[出所] 福島県：復興・再生のあゆみ（第16版）
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「県民健康調査」甲状腺検査の結果
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[質問]東京電力福島第一原発事故の被災地における、次世代以降の人（将来生まれてくる子や孫など）

への放射線による健康影響について、あなたはどのように思いますか。

11.8% 47.8%

起こる可能性は極めて低い 起こる可能性は低い 起こる可能性は高い 起こる可能性は

非常に高い

全国平均
［令和３年／2021年度］ 6.6%

12.3% 34.8%46.5% 6.4%

出典：環境省令和２年度放射線の健康影響に関する情報発信実施業務 アンケート調査（2021年3月）
令和３年度放射線の健康影響に関する情報発信実施業務 アンケート調査（2022年3月）

   令和４年度放射線の健康影響に関する情報発信実施業務 アンケート調査（2023年3月）
令和５年度放射線の健康影響に関する情報発信実施業務 アンケート調査（2024年3月）

33.8%

7.3%10.3% 42.9% 39.5%

19.6% 43.1% 4.8%32.4%

（2021.03調査）

（2022.03調査）

（2023.03調査）

全国平均
［令和２年／2020年度］

全国平均
［令和４年／2022年度］

全国平均
［令和５年／2023年度］

（2024.03調査）

58.8%

59.6%

53.2%

62.7%

放射線の健康影響に関する意識についての経年動向調査の結果



論点について

事業名：放射線の健康管理・健康不安対策事業

○放射線の健康管理・健康不安対策事業が適正かつ効果的に
実施されているか。

○EBPMの観点から成果目標等の指標が適切に設定されている
か。



2025年度行政事業レビューシート 環境省

放射線の健康管理・健康不安対策事業

基本情報

組織情報 府省庁 環境省

事業所管課室 環境省 | 大臣官房 | 環境保健部 | 放射線健康管理担当参事官室

作成責任者 海老名英治

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 004995 事業開始年度 2011 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2025 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

環境省 ー １１放射性物質による環境の汚染への対処
https://www.env.go.jp/guide/
seisaku/index.html

関連事業 -- 主要経費 科学技術振興費 | 文教施設費 | その他の事項経費

概要・目的

事業の目的

原子力被災者に対する健康管理・健康不安対策として、住民の個人被ばく線量の把握を含むリスクコミュニケーションや、長期の健康調査への支援等を行
うことにより、福島県内はもとより県外において、避難指示が解除された地域に対する放射線による不安払拭を目指し、これをもって帰還促進及び新たな
移住・定住の促進を目指す。また、全国において放射線の健康影響に関する正しい知識の理解や福島県の現状に対する認識を広めるために、調査研究や情
報発信を行うことにより、誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別の解消を目指す。

現状・課題
長期の健康調査への支援等の実施、科学的知見に基づいた正しい情報発信やリスクコミュニケーションの実施、調査研究を通じて、原子力被災者に適切な
健康管理を講ずるとともに、健康不安の解消及び風評の払拭を図ることが必要。

事業の概要

＜原子力被災者に対する健康管理・健康不安対策に係る取組＞
・安心・リスクコミュニケーション事業及び住民の個人被ばく線量把握事業（アクティビティ①）
・甲状腺検査に係る人材育成・実施機関支援事業及び放射線健康管理支援交付金事業（アクティビティ②）

＜全国において放射線の健康影響に関する正しい知識の理解や福島県の現状に対する認識を広めるための取組＞
・放射線の健康影響に係る調査研究事業（アクティビティ③）
・放射線の健康影響等に関する情報発信事業（アクティビティ④及びアクティビティ⑤）

事業概要URL https://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/communicate/

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

特別会計に関する法律 平成十九年法律第二十三号 第八十五条 6 --

特別会計に関する法律施行令 平成十九年政令第百二十四号 第五十一条 7 第２号

特別会計に関する法律施行令 平成十九年政令第百二十四号 第五十一条 7 第９号
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関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針の変更につ
いて

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat12/sub-cat12-
1/20240329132430.html

実施方法 直接実施 | 交付

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

-- -- -- --

備考 事業別フルコスト情報（個人被ばく線量把握事業）
https://www.env.go.jp/content/000210779.pdf
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予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2022 2023 2024 2025 2026

要求額 1,910,000 1,739,046 1,645,153 1,429,937 --

当初予算 1,716,816 1,685,387 1,546,533 1,404,077 --

補正予算 -- -- -- -- --

前年度から繰越し -- -- -- -- --

予備費等 -- -- -- -- --

計 1,716,816 1,685,387 1,546,533 1,404,077 --

執行額 1,506,888 1,517,561 1,422,274 -- --

執行率 87.8% 90% 92% -- --
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予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算
一般会計 / 環境省 / 環境本省 / 環境政策基盤整備費 / 公害調査等委託費

-- 770,972 --

当初予算

一般会計 / 環境省 / 環境本省 / 環境政策基盤整備費 / 公害調査費
-- 224,094 --

当初予算

一般会計 / 環境省 / 環境本省 / 環境保健対策推進費 / 放射線健康影響調査等
交付金

-- 182,480 --

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

特別会計 エネルギー対策 電源開発促進勘定 -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算

エネルギー対策 / 内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省 / 電源開発促
進勘定 / 原子力安全規制対策費 / 原子力災害影響調査等委託費

-- 205,935 --

当初予算
エネルギー対策 / 内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省 / 電源開発促
進勘定 / 原子力安全規制対策費 / 原子力災害影響調査等交付金

-- 20,485 --

当初予算

エネルギー対策 / 内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省 / 電源開発促
進勘定 / 原子力安全規制対策費 / 原子力施設等防災対策等委託費

-- 111 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --
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効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

5: 短期アウトカム

ぐぐるプロジェクトにおいて制
作した動画を視聴した方の意識
変容度が高まる。

8: 中期アウトカム

ぐぐるプロジェクトYouTube公
式チャンネルに収載する動画の
視聴回数が増加する。

1: アクティビティ

放射線に係る健康不安等への対
応及び放射線が関連した生活上
の様々な課題への対応を目的と
して、福島県内の住民等や福島
県外へ避難している住民を対…

1: アウトプット

放射線の不安払拭、原発事故情
報のアップデートを目的とした
セミナー等を開催するととも
に、個人被ばく線量把握の機会
を提供する。

1: 短期アウトカム

セミナー、車座集会及びシンポ
ジウム等並びに内部被ばく線量
測定への参加人数を確保する。

6: 中期アウトカム

福島県内リスクコミュニケーシ
ョン事業における評価委員会の
評価についてA（75）以上を維持
する。

9: 長期アウトカム

放射線による健康不安が解消す
ることによる帰還促進、新たな
移住・定住の促進（定性的なア
ウトカム）

2: アクティビティ

「県民健康調査」を担う人材の
育成・確保に係る取組を支援す
ることで、福島県による「県民
健康調査」の実施を通じた将来
にわたる県民の健康の維持、…

2: アウトプット

福島県立医科大学に設置する講
座に対する財政的支援や、「県民
健康調査」甲状腺検査に係る検
査者の技能維持等を目的とした
事業を実施する。

2: 短期アウトカム

県民健康調査を担う人材の確保
（定性的なアウトカム）

7: 中期アウトカム

５つの調査で構成される「県民
健康調査」を継続的に実施す
る。

3: アクティビティ

全国における放射線に関する正
しい知識の理解に資するため
に、放射線の健康影響に係る研
究調査を行う。

3: アウトプット

放射線の健康影響に関する研究
を採択する。

3: 短期アウトカム

学会発表や論文投稿（査読あり）
等により、研究成果が公知化さ
れる。

10: 長期アウトカム

放射線に関する正しい知識の理
解の欠如と福島県の現状に対す
る認識不足による誤解・風評の
払拭、いわれのない偏見・差別
の解消（定性的なアウトカム）

4: アクティビティ

全国における放射線に関する正
しい知識の理解に資するため
に、科学的知見に基づいた正し
い情報発信を行う。

4: アウトプット

「放射線による健康影響等に関
する統一的な基礎資料」及び
「放射線による健康影響等に関
するポータルサイト」の更新を
行う。

5: アクティビティ

放射線の健康影響に関する誤
解、風評、差別、偏見をなくす
ために立ち上げた「ぐぐるプロ
ジェクト」の取組を通じて、放
射線の健康影響に係る正しい…

5: アウトプット

「ふくしまメッセンジャーズ」
が全国で行う活動を中心に、放
射線の健康影響への正しい理解
を促進する動画を制作する。

4: 短期アウトカム

基礎資料及びポータルサイトへ
のアクセス数が維持される。
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アクティビティからの発現経路 1-1-1-6-9

アクティビティ 放射線に係る健康不安等への対応及び放射線が関連した生活上の様々な課題への対応を目的として、福島県内の住民等や福島県外へ避難している住民を対象とした個人の被ばく線量
把握や、専門家による説明・セミナー等を通じたリスクコミュニケーションを行う。

アウトプット
活動目標

放射線の不安払拭、原発事故情報のアップデートを目的とした
セミナー等を開催するとともに、個人被ばく線量把握の機会を
提供する。

活動指標
セミナー、車座集会及びシンポジウム等開催件数並びに内部被
ばく線量測定会場数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

令和４〜６年度　放射線健康管理・健康不安対策事業（福島県
内における放射線に係る健康影響等に関するリスクコミュニケ
ーション事業）委託業務報告書、令和４〜６年度　放射線健康
管理・健康不安対策事業（福島県外における放射線に係る健康
影響等に関するリスクコミュニケーション事業）委託業務報告
書、令和４〜６年度原子力災害影響調査等事業（福島県内にお
ける住民の個人被ばく線量把握事業：内部被ばく）委託業務報
告書等 
【過去に設定した指標からの変更理由】対象者（福島県内の住
民等）が同一である「住民の個人被ばく線量把握事業」につい
てもアウトプットを設定したため。
【目標値】過去に設定した指標（2025年度：240件）に、新た
にアウトプットとして設定した内部被ばく線量測定会場数（59
件）を加算して設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み∕目標値(件) 344 305 293 299 299

活動実績∕成果実績(件) 426 427 435 -- --

後続アウトカム
へのつながり

セミナー、車座集会及びシンポジウム等並びに内部被ばく線量測定は、住民等のニーズを把握したうえで実施しているため、一定程度の参加人数が見込まれることから、これらの参
加人数を短期アウトカムとして設定した。
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短期アウトカム 成果目標
セミナー、車座集会及びシンポジウム等並びに内部被ばく線量
測定への参加人数を確保する。

成果指標
セミナー、車座集会及びシンポジウム等並びに内部被ばく線量
測定への参加人数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

令和４〜６年度　放射線健康管理・健康不安対策事業（福島県
内における放射線に係る健康影響等に関するリスクコミュニケ
ーション事業）委託業務報告書、令和４〜６年度　放射線健康
管理・健康不安対策事業（福島県外における放射線に係る健康
影響等に関するリスクコミュニケーション事業）委託業務報告
書、令和４〜６年度　原子力災害影響調査等事業（福島県内に
おける住民の個人被ばく線量把握事業：内部被ばく）委託業務
報告書等
【目標値】2022年度〜2024年度の平均値を基に設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 2024年度 目標年度
2025年度

目標年度
2026年度

当初見込み∕目標値(人) -- -- -- 8,500 8,500

活動実績∕成果実績(人) 7,652 7,409 10,397 -- --

達成率(%) -- -- -- -- --

後続アウトカム
へのつながり

上記イベントへの参加により、参加者の放射線の不安の低減や放射線リスクに対する正しい認知が見込まれる。なお、上記イベントの事業効果等については、有識者で構成される評
価委員会において評価されることから、これを中期アウトカムとして設定した。

中期アウトカム
成果目標

福島県内リスクコミュニケーション事業における評価委員会の
評価についてA（75）以上を維持する。

成果指標
福島県内における放射線に係る健康影響等に関するリスクコミ
ュニケーション事業における評価委員会の評価（S、A、B、
C、D＝100、75、50、25、0）

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 目標年度
2024年度

目標年度
2025年度

目標年度
2026年度

当初見込み∕目標値(評価) -- -- 75 75 75

活動実績∕成果実績(評価) 75 75 75 -- --

達成率(%) -- -- 100 -- --
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後続アウトカム
へのつながり

評価委員会による評価を受けて、より効果的・効率的なリスクコミュニケーションの推進、住民・自治体のニーズの把握及びそれに合わせた支援体制の充実等に取り組むことによ
り、福島県内の住民等や福島県外へ避難している住民における放射線の健康不安の低減がより一層進み、避難指示が解除された地域における帰還促進や、新たな移住・定住の促進が
期待されることから、これを長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム 成果目標
放射線による健康不安が解消することによる帰還促進、新たな
移住・定住の促進（定性的なアウトカム）

成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

帰還した避難者並びに移住者及び定住者における放射線の健康
不安の有無について、指標の性質上、網羅的にその割合等を把
握することが難しいものの、避難指示が解除された地域の居住
率は増加傾向にあると認識している。

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

帰還した避難者並びに移住者及び定住者における放射線の健康
不安の有無を網羅的に把握することはできないため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--
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アクティビティからの発現経路 2-2-2-7-9

アクティビティ 「県民健康調査」を担う人材の育成・確保に係る取組を支援することで、福島県による「県民健康調査」の実施を通じた将来にわたる県民の健康の維持、増進を支援する。

アウトプット
活動目標

福島県立医科大学に設置する講座に対する財政的支援や、「県
民健康調査」甲状腺検査に係る検査者の技能維持等を目的とし
た事業を実施する。

活動指標 県民健康調査を担う人材を育成する講座数及び事業数の合計

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ
【目標値】事業が継続して実施できているかを確認するため
に、2024年度実績値（5件）を基に設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

2025年度 2026年度

当初見込み∕目標値(件) 5 5

活動実績∕成果実績(件) -- --

後続アウトカム
へのつながり

福島県立医科大学内に設置された「災害こころの医学講座」、「甲状腺内分泌学講座」、「放射線健康管理学講座」及び「健康リスクコミュニケーション学講座」に所属する教員が当該
大学にて講義等を行うことや、甲状腺検査者の技能維持等を目的とした事業を実施することで、これらに参加した医学部等の卒業生や医療従事者が県民健康調査（基本調査、甲状腺
検査、健康診査、こころの健康度・生活習慣に関する調査、妊産婦に関する調査）の実施に関わることが期待されるため、県民健康調査を担う人材の確保を短期アウトカムとして設
定した。

短期アウトカム 成果目標 県民健康調査を担う人材の確保（定性的なアウトカム） 成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

「県民健康調査を担う人材の確保」について、指標の性質上、
網羅的にその人数を把握することが難しいため、代表的な指標
として、福島県「県民健康調査」甲状腺検査一次検査者資格の
更新者数を把握し、成果実績とする。 
【代表的な指標】福島県「県民健康調査」甲状腺検査一次検査
者資格の更新者数（隔年ごと）　2022年度：158名　2023年
度：86名　2024年度：152名

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

放射線健康管理・健康不安対策事業（県民健康調査「甲状腺検
査」の充実に係る支援事業）事業報告書

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

「県民健康調査を担う人材の確保」について、指標の性質上、
網羅的にその人数を把握することが難しいため

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

後続アウトカム
へのつながり

県民健康調査を担う人材が十分に存在することで、５つの調査で構成される「県民健康調査」の継続が期待されることから、これを中期アウトカムとして設定した。
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中期アウトカム 成果目標
５つの調査で構成される「県民健康調査」を継続的に実施す
る。

成果指標 県民健康調査で実施される調査数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

「県民健康調査」検討委員会資料
【目標値】事業が継続して実施できているかを確認するため
に、2024年度実績値（5件）を基に設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 目標年度
2025年度

目標年度
2026年度

当初見込み∕目標値(件) 5 5

活動実績∕成果実績(件) -- --

達成率(%) -- --

後続アウトカム
へのつながり

５つの調査で構成される県民健康調査を着実に実施することでデータを蓄積し、得られたデータの解析結果を本人、家族はもとより県民及び県外の方に周知することで、放射線によ
る健康不安が減少し、避難指示が解除された地域における帰還促進や、新たな移住・定住の促進が期待されることから、これを長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム 成果目標
放射線による健康不安が解消することによる帰還促進、新たな
移住・定住の促進（定性的なアウトカム）

成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

帰還した避難者並びに移住者及び定住者における放射線の健康
不安の有無について、指標の性質上、網羅的にその割合等を把
握することが難しいものの、避難指示が解除された地域の居住
率は増加傾向にあると認識している。

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

帰還した避難者並びに移住者及び定住者における放射線の健康
不安の有無を網羅的に把握することはできないため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--
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アクティビティからの発現経路 3-3-3-10

アクティビティ 全国における放射線に関する正しい知識の理解に資するために、放射線の健康影響に係る研究調査を行う。

アウトプット 活動目標 放射線の健康影響に関する研究を採択する。 活動指標 研究採択件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

2025年度 2026年度

当初見込み∕目標値(件) 18 14

活動実績∕成果実績(件) -- --

後続アウトカム
へのつながり

有識者による審査のうえ採択された研究課題の遂行により得られた成果は、学会発表や論文投稿（査読あり）等により公知化されることが期待されるため、短期アウトカムとして設
定した。

短期アウトカム 成果目標
学会発表や論文投稿（査読あり）等により、研究成果が公知化
される。

成果指標 学会発表や論文投稿（査読あり）等による公知化された件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

目標年度
2025年度

目標年度
2026年度

当初見込み∕目標値(件) 18 14

活動実績∕成果実績(件) -- --

達成率(%) -- --

後続アウトカム
へのつながり

学会発表や論文投稿等により公知化され、科学的知見に基づいた情報発信やリスクコミュニケーション活動が可能となる。これにより、放射線に関する正しい知識の理解が深まり、
もって誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別の解消に寄与することが期待されることから、これを長期アウトカムとして設定した。
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長期アウトカム
成果目標

放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対す
る認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別
の解消（定性的なアウトカム）

成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため、代表的な指標として、全国アンケート
調査における「現在の放射線被ばくで、次世代以降の人への健
康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」と回答する人の
割合を把握し、成果実績とする。
【代表的な指標】　2021年度：59.6%　2022年度：53.2%　
2023年度：62.7％

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省「放射線の健康影響に関する情報発信の実施業務」報告
書

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため
【過去に設定した指標】
全国アンケート調査における「現在の放射線被ばくで、次世代
以降の人への健康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」
と回答する人の割合： 2023年度実績 62.7%（2025年度末目標
80%）

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--
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アクティビティからの発現経路 4-4-4-10

アクティビティ 全国における放射線に関する正しい知識の理解に資するために、科学的知見に基づいた正しい情報発信を行う。

アウトプット

活動目標
「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料」及び
「放射線による健康影響等に関するポータルサイト」の更新を
行う。

活動指標

「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料」（以
下、「基礎資料」という。）及び「放射線による健康影響等に関
するポータルサイト」（以下、「ポータルサイト」という。）の
更新回数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ
【目標値】2024年度実績値（42回）を基に設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2025年度 2026年度

当初見込み∕目標値(回) 42 42

活動実績∕成果実績(回) -- --

後続アウトカム
へのつながり

一定程度の頻度で更新することによって、最新の情報提供が可能となることから、基礎資料及びポータルサイト全体へのアクセスが維持されることが期待される。したがって、アク
セス件数を短期アウトカムとして設定した。なお、2025年度より基礎資料のウェブページに係る仕様を変更したことから、具体的な目標値は今後設定予定。

短期アウトカム 成果目標 基礎資料及びポータルサイトへのアクセス数が維持される。 成果指標
基礎資料のウェブページを含むポータルサイト全体のアクセス
数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

アクセス解析を実施する。（2025年度実施予定）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2025年度

当初見込み∕目標値(件) --

活動実績∕成果実績(件) --

達成率(%) --

後続アウトカム
へのつながり

科学的知見に基づいた放射線に関する正しい知識を発信する基礎資料及びポータルサイトへのアクセスが促進されることで、放射線に関する正しい知識の理解が深まり、もって誤
解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別の解消に寄与することが期待されることから、これを長期アウトカムとして設定した。
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長期アウトカム
成果目標

放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対す
る認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別
の解消（定性的なアウトカム）

成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため、代表的な指標として、全国アンケート
調査における「現在の放射線被ばくで、次世代以降の人への健
康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」と回答する人の
割合を把握し、成果実績とする。
【代表的な指標】　2021年度：59.6%　2022年度：53.2%　
2023年度：62.7％

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省「放射線の健康影響に関する情報発信の実施業務」報告
書

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため
【過去に設定した指標】
全国アンケート調査における「現在の放射線被ばくで、次世代
以降の人への健康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」
と回答する人の割合： 2023年度実績 62.7%（2025年度末目標
80%）

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--
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アクティビティからの発現経路 5-5-5-8-10

アクティビティ 放射線の健康影響に関する誤解、風評、差別、偏見をなくすために立ち上げた「ぐぐるプロジェクト」の取組を通じて、放射線の健康影響に係る正しい情報を全国に発信する。具体
的には、一般の方々から最も信頼される「福島の声」を発信するために、福島県の若者たちで結成された「ふくしまメッセンジャーズ」が全国を訪問し、イベント等への参加を通じ
て「福島の今」と「放射線の健康影響に関する正しい知識」を発信するとともに、彼らの活動の様子を動画化し、ぐぐるプロジェクト公式YouTubeチャンネルに掲載することで、全
国へ伝播する。

アウトプット 活動目標
「ふくしまメッセンジャーズ」が全国で行う活動を中心に、放
射線の健康影響への正しい理解を促進する動画を制作する。

活動指標 動画制作本数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2025年度 2026年度

当初見込み∕目標値(本) 8 20

活動実績∕成果実績(本) -- --

後続アウトカム
へのつながり

動画を制作し発信することにより、視聴した方の意識の変容が期待されることから、動画視聴による意識変容度（視聴前において放射線による健康影響の可能性は「高い」と認識し
ていた方が、視聴後は「低い」に変容した割合）を短期アウトカムとして設定した。なお、本データは2025年度より取得予定であり、具体的な目標値は今後設定予定。

短期アウトカム 成果目標
ぐぐるプロジェクトにおいて制作した動画を視聴した方の意識
変容度が高まる。

成果指標 意識変容度

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

動画視聴者に対し、視聴前後にアンケート調査を実施して意識
変容度を測定する。（2025年度実施予定）

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2025年度

当初見込み∕目標値(%) --

活動実績∕成果実績(%) --

達成率(%) --

後続アウトカム
へのつながり

動画視聴者の意識変容への有効性が確認された動画を、ウェブ広告などを活用し、広く一般の方々への視聴を促すことで、放射線に関する正しい知識の理解が広まることが期待され
る。そこで、一般の方々による動画視聴回数を中期アウトカムとして設定した。
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中期アウトカム 成果目標
ぐぐるプロジェクトYouTube公式チャンネルに収載する動画の
視聴回数が増加する。

成果指標
ぐぐるプロジェクトYouTube公式チャンネルに収載する動画の
総視聴回数。

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省調べ
【過去に設定した指標】 広告を介さない動画の総視聴回数： 
2024年度 30,650回（2025年度末目標：25,204回） 
【変更理由】 意識変容への有効性が確認された動画について、
ウェブ広告等を活用し広く一般の方々への視聴を促すところ、
その効果を把握するためには広告経由を含む動画の総視聴回数
とすべきであるため
【目標値】2025年度については2024年度実績値（約200万回）
を基に設定するとともに、2026年度については広告量を増やす
ことから３倍の視聴回数を設定。

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

目標年度
2025年度

目標年度
2026年度

当初見込み∕目標値(回) 2,000,000 6,000,000

活動実績∕成果実績(回) -- --

達成率(%) -- --

後続アウトカム
へのつながり

ふくしまメッセンジャーズの全国での活動を中心とした動画の制作、動画の意識変容度への効果の確認、効果の高い動画の視聴促進のプロセスを繰り返すことで、「放射線による健
康影響の可能性は低い」という意識が全国的に拡大されることが期待される。これにより、放射線に関する正しい知識の理解が深まることが期待され、もって誤解・風評の払拭、い
われのない偏見・差別の解消に寄与することが期待されることから、これを長期アウトカムとして設定した。
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長期アウトカム
成果目標

放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対す
る認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差別
の解消（定性的なアウトカム）

成果指標 --

定性的なアウトカムに
関する成果実績

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため、代表的な指標として、全国アンケート
調査における「現在の放射線被ばくで、次世代以降の人への健
康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」と回答する人の
割合を把握し、成果実績とする。
【代表的な指標】　2021年度：59.6%　2022年度：53.2%　
2023年度：62.7％

実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

環境省「放射線の健康影響に関する情報発信の実施業務」報告
書

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

「放射線に関する正しい知識の理解の欠如と福島県の現状に対
する認識不足による誤解・風評の払拭、いわれのない偏見・差
別の解消」について、指標の性質上、網羅的にその全てを把握
することが難しいため
【過去に設定した指標】
全国アンケート調査における「現在の放射線被ばくで、次世代
以降の人への健康影響が福島県の方々に起こる可能性が低い」
と回答する人の割合： 2023年度実績 62.7%（2025年度末目標
80%）

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --
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点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善 点検結果

・過去に設定した指標のうち、2024年度の目標値が設定されているアウトプット及び短期アウトカムについて、全て達成している。
・本事業は、福島県からの要望等を踏まえ原子力被災者の健康確保・不安解消を図るためのものである。放射線による健康影響に対して、中長期の健康調
査等について着実に実施し、過年度に得られた知見を適宜活用し、業務内容の絞り込みによるコスト削減を検討するなど、効率的な業務の実施に取り組ん
だ。

目標年度における効果
測定に関する評価

・過去に設定した指標のうち、2024年度を目標年度として設定されていた福島県内リスクコミュニケーション事業における評価委員会の評価について、目
標値はA（75）評価であったところ、実績もA（75）評価と達成することができた。

改善の方向性
・原子力被災者の健康確保・不安解消を図るため、引き続き、放射線による健康影響に対して、中長期の健康調査等の実施について着実に実施し、適切か
つ効率的な執行となるよう努めることとする。また、事業の進捗に応じて、適切なロジックモデルになるよう見直すこととする。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 2020

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた
改善点∕概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項 --
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支出先
資金の流れ

交付金交付

再委託

再委託

環境省

1,422,274 千円

A. 福島県

189,087 千円

支出先の数: 1

福島県で実施する県民健康調査

等の活動を支援するための事業

への交付金交付業務

B. 公益財団法人民間企業
等

1,233,113 千円

支出先の数: 7

放射線の健康影響に係る調査研

究、内部・外部被ばくに係る調

査研究、放射線に不安を抱く住

民に対するリスクコミュニケー

ション事業等の実施

C. 茨城県

74 千円

支出先の数: 1

茨城県東海村臨界事故に起因す

る希望者に対する健康相談及び

心のケア相談等事業

D. 民間企業等

45,513 千円

支出先の数: 6

放射線による健康不安対策に資

する研修・検査、県民健康調査

研究のために必要な事業の実施

E. 大学等

292,448 千円

支出先の数: 34

放射線の健康影響に係る調査研

究等やリスクコミュニケーショ

ンに係る拠点事業等の実施
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支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 福島県 189,087 1
福島県で実施する県民健康調査等の活動を支援するための事業への
交付金交付業務

支出先名 支出額 法人番号

福島県 189,087 7000020070009

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

県民健康調査支援のための人材育成事業
補助金等交付 

138,000 1 -- --

母乳育児支援事業
補助金等交付 

28,963 1 -- --

放射線被ばくによる健康不安対策事業
補助金等交付 

14,996 1 -- --

甲状腺検査に係る二次検査実施機関への支援事業
補助金等交付 

3,508 1 -- --

ホールボディカウンタ性能維持事業
補助金等交付 

2,032 1 -- --

放射線と健康に関する医療関係者への理解促進研修等事業
補助金等交付 

1,588 1 -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

B 公益財団法人民間企業等 1,233,113 7
放射線の健康影響に係る調査研究、内部・外部被ばくに係る調査研
究、放射線に不安を抱く住民に対するリスクコミュニケーション事
業等の実施

支出先名 支出額 法人番号

公益財団法人原子力安全研究協会 492,113 1010405009411

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

福島県内における放射線に係る健康影響等に関するリスクコ
ミュニケーション事業
一般競争契約（総合評価） 

324,500 1 99.7 --

福島県内における住民の個人被ばく線量把握事業（内部被ば
く）
一般競争契約（総合評価） 

102,305 1 88.3 --
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福島県内における住民の個人被ばく線量把握事業（外部被ば
く）
一般競争契約（総合評価） 

65,308 1 99.3 --

支出先名 支出額 法人番号

日本エヌ・ユー・エス株式会社 419,670 8011101057185

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査事業
一般競争契約（総合評価） 

321,000 2 92.4 --

福島県外における放射線に係る健康影響等に関するリスクコ
ミュニケーション事業
一般競争契約（総合評価） 

48,070 2 84.4 --

「県民健康調査」甲状腺検査における意思決定支援及び心の
ケアを充実させるための取組に係る広報業務
一般競争契約（総合評価） 

34,100 1 93 --

「県民健康調査」甲状腺検査の対象者等に向けた放射線の次
世代影響に関する広報事業
一般競争契約（総合評価） 

16,500 1 98.6 --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社博報堂 121,000 8010401024011

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に関する情報発信
一般競争契約（総合評価） 

121,000 1 93.9 --

支出先名 支出額 法人番号

エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社 74,364 7010001012532

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線による健康影響等に関する科学情報の収集と放射線に
よる健康影響等に関する統一的な基礎資料の改訂等業務
一般競争契約（総合評価） 

41,800 1 85.2 --

甲状腺検査に資するデータ取得・管理に関する課題の調査
随意契約（不落・不調） 

32,564 1 97.9 --
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支出先名 支出額 法人番号

公立大学法人福島県立医科大学 61,066 4380005002314

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

県民健康調査「甲状腺検査」の充実に係る支援事業
随意契約（その他）(随意契約) 

61,066 1 98.6 --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社三菱総合研究所 59,400 6010001030403

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線による健康影響等に関するポータルサイトの制作及び
統一的な基礎資料を活用した情報発信等業務
随意契約（不落・不調） 

59,400 1 97.5 --

支出先名 支出額 法人番号

キャンサー・ソリューションズ株式会社 5,500 6010601041816

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

オンライン仮想空間による県民健康調査「甲状腺検査」対象
者の心のケア業務
随意契約（その他）(随意契約) 

5,500 1 96.5 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

C 茨城県 74 1
茨城県東海村臨界事故に起因する希望者に対する健康相談及び心の
ケア相談等事業

支出先名 支出額 法人番号

茨城県 74 2000020080004

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線障害の健康相談事業
随意契約（その他）(随意契約) 

74 1 100 --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

D 民間企業等 45,513 6
放射線による健康不安対策に資する研修・検査、県民健康調査研究
のために必要な事業の実施
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支出先名 支出額 法人番号

一般社団法人福島県助産師会 28,875 7380005010347

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

母乳育児支援
その他(委託) 

28,875 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ニチイ学館 9,035 3010001025868

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

県民健康調査支援のための調査研究事業
その他(委託) 

9,035 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

公立大学法人福島県立医科大学 3,954 4380005002314

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

甲状腺検査に係る二次検査実施機関への支援
その他(委託) 

3,508 -- -- --

県民健康調査支援のための調査研究事業
その他(委託) 

446 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 2,033 8040005001619

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

ホールボディカウンタ性能維持
その他(委託) 

2,033 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

一般社団法人福島県薬剤師会 1,588 9380005000131

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線と健康に関する医療関係者への理解促進研修等
その他(委託) 

1,588 -- -- --
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支出先名 支出額 法人番号

株式会社環境分析研究所 28 2380001000323

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

母乳育児支援
その他(委託) 

28 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

E 大学等 292,448 34
放射線の健康影響に係る調査研究等やリスクコミュニケーションに
係る拠点事業等の実施

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ａ 18,949 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ａ
その他(再委託) 

18,949 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

国立大学法人長崎大学 16,443 3310005001777

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線リスクコミュニケーションに係る拠点事業
その他(再委託) 

16,443 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

国立大学法人弘前大学 14,789 4420005005394

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線リスクコミュニケーションに係る拠点事業
その他(再委託) 

14,789 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｂ 9,999 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由
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放射線の健康影響に係る研究調査Ｂ
その他(再委託) 

9,999 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｃ 9,918 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｃ
その他(再委託) 

9,918 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｄ 9,447 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｄ
その他(再委託) 

9,447 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｅ 8,800 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｅ
その他(再委託) 

8,800 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｆ 8,800 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｆ
その他(再委託) 

8,800 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｇ 8,784 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｇ
その他(再委託) 

8,784 -- -- --
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支出先名 支出額 法人番号

研究班Ｈ 8,758 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査Ｈ
その他(再委託) 

8,758 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

その他 177,761 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

放射線の健康影響に係る研究調査等
その他(再委託) 

177,761 -- -- --
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費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 福島県 県民健康調査支援のための人材
育成事業 交付金 公立大学法人福島県立医科大学への交付金 138,000

B 公益財団法人原子力安全研究協会
福島県内における放射線に係る
健康影響等に関するリスクコミ
ュニケーション事業

人件費 人件費 191,315

-- -- -- 諸謝金 諸謝金 1,937

-- -- -- 旅費 旅費 7,894

-- -- -- 会議費 会議費 39

-- -- -- 借料及び損料 借料及び損料 33,792

-- -- -- 消耗品費 消耗品費 1,611

-- -- -- 通信運搬費 通信運搬費 1,675

-- -- -- 印刷製本費 印刷製本費 2,060

-- -- -- 雑役務費 雑役務費 6,981

-- -- -- 一般管理費等 一般管理費等 77,196

D 一般社団法人福島県助産師会 母乳育児支援 人件費 報償費 22,022

-- -- -- 消費税 消費税 2,625

-- -- -- 賃借料 会場使用料等 840

-- -- -- 通信費 電話使用料 540

-- -- -- 事務所経費 一般管理費 515

-- -- -- 交通費 交通費 660

-- -- -- 通信費 郵送料 305

-- -- -- 事務用品費 事務用品費 474

-- -- -- 印刷費 印刷費 744

-- -- -- その他 水道光熱水費等 150

E 研究班Ａ 放射線の健康影響に係る研究調
査Ａ 業務費 業務費 17,226

-- -- -- 消費税 消費税 1,723

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --
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その他備考

--
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